
第１号様式 （第 ６条関係 ）  

                                                      令和   年   月   日  

 

学校法人       理事長  様  

 

                                （保護者等 ）  

                                  住  所                              

                                  氏  名                               

                           生徒 （児童 ）との続柄                     

 

奈良県私立小中学校等授業料減免申請書  

 

  下記生徒に関する令和６年度における授業料の減免を申請します。  

記  

１  生徒に関すること      

（ １ ） 学 校 名   

（ ２ ） 学校種別  

（いずれかに〇）  

小学校、  中学校、  中等教育学校 （前期課程 ）  

義務教育学校 （前期課程 ）、  義務教育学校 （後期課程 ）

特別支援学校 （小学部 ）、  特別支援学校 （中学部 ）  

（ ３ ） 学 年 等  第   学年   組   番  

（ ４ ） 生徒氏名   

 

２   減免申請の内容  

（１）  申請種別  

（いずれかに〇）  

①【新規申請 】家計急変があった初年度の申請  
 

②【継続申請 】家計急変があった翌年度以降の申請  

（２）  家計急変の区分  

（いずれかに〇）  
解 雇 ､倒 産 、大 幅 な収 入 減 少  

（３）  家計急変の  

具体的理由  

 

 

 

 

 

（４）  上記事実が  

発生した時期  
   年   月     日  

  

上記２（１）で②【継続申請 】の場合のみ  

（５）家計急変の翌年度以

降の状況 （家計急変翌年

度以降も年収４００万円

未満相当である理由等 ）  

 

 

 

 

 



 

誓約書  
 

 

学校法人                理事長  様  

 

 

  私は、以下の事項について、チェック欄にレ点を記入 （☑）することにより確認し、誓約します。  

（各金額について、保護者等が二人いるときは、その全員の金額を合算した額をいいます。）  

 

□ 
奈良県私立小中学校等授業料減免事業補助金に関する申請書及び添付書類等の記載内容に

事実の誤りがないことを誓約します。 

□ 

以下のいずれかに該当します。 

・【新規申請の場合】 

家計急変の翌月から１年間の収入（見込）は年収４００万円未満相当です。 

・【継続申請の場合】 

家計急変の翌月から１年間の収入（見込）は年収４００万円未満相当であり、かつ、 

家計急変以降も継続して収入（見込）は年収４００万円未満相当です。 

□ 

家計急変日以降、継続して資産保有額は７００万円未満です。 

 ※資産の範囲 

  ・現金及びこれに準ずるもの（投資信託、投資用資産として保有する金・銀等） 

  ・預貯金（普通預金、定期預金等）、有価証券（株式、国債、社債、地方債等） 

  ・満期や解約により現金化した保険 

□ 

本件に係る個人情報については、奈良県私立小中学校等授業料減免事業補助金の申請に必

要であるため、奈良県にも提出することを了承します。また、本補助金の支給等に関して、奈良

県から報告、書類の提出等を求められた場合は、その要請に協力します。 

□ 

支援を受けた当該年度内に、奈良県私立小中学校等授業料減免事業補助金交付要綱に定め

る補助対象事業の要件（年収４００万円未満相当、資産保有額７００万円未満等）を満たさないこ

とが判明した場合は、直ちに報告するとともに、支援を受けている場合は、支援額を直ちに返還

します。 

□ 上記の事項について虚偽の事実が判明した場合は、支援額を直ちに返還します。 

 

 

 

令和  ７  年  ３  月     日  

（３月 ２日以降の日 ）  

 

 

保護者等氏名 （自署 ）                             
 


